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要約  

東日本大震災による予想を上回る甚大な津波被害は、東南海地方で発生するとされる南

海トラフ大地震への警戒を強めた。このような震災の発生する可能性が高い地域におい

て、被災の大きさに対する認識が変化すると、人々の移住行動や土地に対する選好に大き

な影響を与えると考えられる。そこで、本研究では土地価格に着目することで、東南海地

域での津波リスクへの認識の変化が土地価格に与える影響を推定した。その結果、東日本

大震災後には土地に対する選好として、標高を強く意識していることが明らかとなり、震

災後に統計的有意に土地価格を変動させた。具体的には、東日本大震災前から津波リスク

が危険視されていた、標高が最も低い土地（標高 5m 以下）では、震災前後を比較しても

土地価格が変動しなかったのに対して、標高 5m~10m の土地では価格が低下し、標高

10m~20m の土地では価格が上昇した。津波によるリスク認識が変化したことで、これま

で安全だと思われていた標高 5~10m の土地の利用を避けて、今後より安全だと思われる

標高 10~20m の土地の需要を高めたことを示唆している。また、日本全体ではこのような

土地に対する選好の変化は起こっていなかった。このことから、東南海地方で推定された

土地への選好の変化は、2011 年の震災を教訓とした、南海トラフ大地震を見据えた防災行

動であることが明らかになった。 
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